
 

平成２６年７月２３日 

日本原子力発電株式会社 

 

 

６月１６日の「面談記録」に関する調査のお願いについて 

 

平成２６年６月２１日に開催された「敦賀破砕帯の調査に関する有識者会合 

第２回追加調査評価会合」に提出した当社説明資料の扱いについての当社と原

子力規制庁との事前のやりとりに関し、原子力規制委員会は、６月１６日の面

談記録を、上記会合後の６月２３日にホームページで公開しました。 

当社は、この面談記録の記載内容については、重要な点において事実と異な

るなど問題があると考えています。このため、本日、原子力規制委員会に対し

て、当該「面談記録」の事実関係について、早急に調査を行い、その結果を

回答して頂くようお願いしました。 

 

 

添付資料：原子力規制委員会ホームページ掲載の「面談記録」の問題点について 

 

以  上 

 



平成２６年７月２３日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

日本原子力発電株式会社 

取締役社長 濱田 康男 

 

原子力規制委員会ホームページ掲載の「面談記録」の問題点について 

 

平成 26 年 6 月 21 日開催の「敦賀破砕帯の調査に関する有識者会合 第 2 回追

加調査評価会合」に提出した当社説明資料の扱いに係る当社と規制庁とのやり

取りに関し、当社と規制庁との間の 6 月 16 日の面談記録（注 1）が、会合後の

週明けの 6 月 23 日以降掲載されました。これについては、当社としては、下記

のとおり問題があると考えております。本件は、去る 6 月 21 日の上記会合で議

論になった事柄に直接関係するものでありますが、この面談記録における記載

内容は当社としては事実と異なるものであると考えておりますので、その問題

点を具体的に指摘いたします。 

貴委員会におかれては、下記問題点を踏まえ、本件について早急に調査を行

い、その結果を回答して頂くよう、お願い申し上げます。 

記 

当該面談記録においては、２箇所において、当社の会合での説明資料につい

て、（当社の意向として）「内容、構成を大きく変えることはないということを

確認した」、「内容、構成を大きく変えることはないとして」という旨の記載が

ありますが、これは、当社が認識している以下の事実関係と異なるものである

と考えます。 

 

（１）当社は、6 月 16 日の面談では、原子力規制庁原子力規制部の担当官に対

し、「次回評価会合（平成 26 年 6 月 21 日）に関連して」と題した文書（注

２、なお当該文書は、当社提出資料として、貴委員会ホームページにも

掲載されています。）を示しながら、「１．当社の説明資料について」を

説明し、記載表現の適正化や参考資料の追加添付などのほか、以下の３

点の事項（①データの一部追加、②論点整理表の追加、③専門家の見解

の追加）を伝えました。したがって、当社からの説明が「内容、構成を

大きく変えることはない」という趣旨でないことは、当社の上記説明内

容から明らかであります。 

 添付資料 



 

（「次回評価会合（平成 26 年 6月 21 日）に関連して」より抜粋） 

 

「１．当社の説明資料について 

・本日（平成 26年 6月 16 日提出）、規制庁殿へ提出した当社の説明資料案（以下、「説

明資料案」）については、評価会合当日まで若干変わり得る場合がある（記載表現の

適正化や参考資料の追加添付など）。 

 

・なお、基本的には新たなデータは増えないが、テフラ及び土壌に関する分析につい

ては、現在も一部実施しているものもあり、評価会合当日に間に合えば追加する場

合もある。 

 

・説明資料案については、技術的な議論を行うのに必要な資料であるが、評価会合の

議論を円滑に行うための資料（これまでの議論の経緯を取りまとめた資料など）に

ついては、当日までに一部追加する予定である。 

 

・また、これまでの当社や東北電力殿と同様、当社の評価に対する専門家  の見解

を求め、参考資料として添付する場合もある。                」 

 

（２）その際提出した説明資料の表紙においても、「本資料は 6 月 16 日時点の

資料であり、一部変更する場合も有り得る。」旨を赤字で注記させて頂い

ています。（注 3） 

 

（３）この面談を踏まえた規制庁と当社の事務方同士の連絡においても、 

 

① 6 月 17 日には、規制庁担当官からの電話にて、（注 4） 
   「昨日原電担当者から、別に参考資料も用意したい旨を聞いている。こ

れについては『参考資料１』とする。」 
「別途配布資料を追加して用意する場合、『敦賀・追調２－３』や『参考

資料２』となる。」との連絡を受けています。 
 

② また、6 月 18 日には、規制庁担当官からの電話の際、当社から「テフラ

分析について、新しいデータを説明したい。」「先生の見解書を入れる方

向で進めている。各回答の後に見解を入れる。また、見解書を参考資料

につける。」という内容を面談で説明したいと言ったことに対し、規制庁

からは、「ほとんど今までヒアリングで聞いた話である。ヒアリングを行



わなくても資料を事前に送ってくれればそれで良い。」 
    等のやり取りがなされています。（注５） 
 

③ さらに、当社の担当者から、専門家である、広島大学大学院教授 奥村晃

史先生、東北大学教授 遠田晋次先生の二人を含む出席者を座席表案とし

てメールにて連絡しています。（6 月 20 日 11 時 59 分）（注６） 

 

（４）以上の事実関係から見て、6 月 20 日 17 時に提出した説明資料（最終版）

は、上記（１）の 6 月 16 日の面談の結果に則って、6 月 16 日から 6 月

20 日昼までの間に事務方同士で調整した内容に沿うものであることは明

らかであります。 

 

以 上 
 

（注 1）被規制者等との面談記録（2014 年 6 月 16 日）…添付資料１ 

（注 2）次回評価会合（平成 26 年 6 月 21 日）に関連して（平成 26年 6月 16日） 

…添付資料２ 

（注 3）当社説明資料 6月 16日版資料（表紙）…添付資料３ 

（注 4）当社作成の規制庁 TEL 対応メモ（平成 26年 6月 17 日）…添付資料４ 

（注 5）当社作成の規制庁 TEL 対応メモ（平成 26年 6月 18 日）…添付資料５ 

（注 6）座席表案…添付資料６ 
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添付資料２
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